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中学校卒業後の主な進路 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公立高等学校卒業者の進路状況（令和３年度：令和４年３月卒業） 
 

  
大 学 

 
短期大学 

 
専修学校・ 
各種学校 

 
就 職 

 
一時的な 
仕事 

 
その他（公共職
業能力開発施設
等入学等） 

全日制普通科 ６３．２％ ３．２％ ２０．４％ ４．７％ 0.3％  ８．２％ 

全日制総合学科 ３９．６％ 6.３％ ３５．７％  8.１％ ２．３％  ８．０％ 

全日制専門学科 ２８．０％ ３．１％ 23.７％ ３７.0％ 0.６％  ７．６％ 

定時制  ８．７％ 1.３％ 22.１％ ３６．１％ ９．８％ ２２.０％ 

 

中学校 

高等学校 
 

全日制 定時制 通信制 

高等専修学校 

大学  

４～６年 
幅広い分野を専門

的・学問的に研究で

きます。（文学・教育

学・法学・経済学・理

学・工学・農学・医学・

芸術など） 

 

大学院 

短期大学  

２～３年 

専門分野の知識とと

もに実社会での即戦

力となる能力を習得

できます。（文化学・経

営学・工学・看護・家政

学・幼稚園教育学など） 

就  職 
農業、林業、漁業、鉱業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、 

郵便業、卸売業、小売業、金融業、保険業、不動産業、物品賃貸業、学術研究、専門・技術サービス業、 

宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、教育、学習支援業、医療、福祉、 

複合サービス事業、サービス業、公務 など 

高等学校卒業程度 
認定試験 

専攻科 
 

専門分野の知識・技

術をさらに精深に習

得できます。 

専修学校各種学校 
 

職業や実際の生活に役

立つ技術を習得できま

す。 

公立高等学校の入学検定料・入学料・授業料 
 公立高校に入学するための手続きや入学してから授業を受けるために、入学検定料（入学選考手数料、入学選考
料）、入学料などの費用がかかります。その金額は次のとおりです。 
 なお、平成26年４月から、公立高等学校の授業料は原則徴収します。ただし、保護者等の｢市町村民税の課税標準
額×6%－市町村民税の調整控除の額(政令指定都市の場合は調整控除の額に4分の3を乗じて計算)｣が30万
4,200円未満(年収約910万円未満)の世帯の生徒には申請により「高等学校等就学支援金」を支給し、公立高校
の授業料とその就学支援金を相殺することで、生徒の授業料負担をなくします。     

（令和５年２月１日現在における令和５年度入学者の額です） 
区 分 全 日 制 定 時 制 通信制(県立) 専攻科(県立) 

神 奈 川 県 

入 学 検 定 料  2,200円 950円 無料 2,200円 
入 学 料  5,650円 2,100円 無料 5,650円 

授 業 料  (年額)118,800円 (年額)32,400円 
1単位350円 

（平日登校履修は 
１単位700円） 

（年額）118,800
円 

横 浜 市 
入学 選考 手数 料 2,200円 650円 

  

入 学 金  5,650円 1,200円 
授 業 料  (年額)118,800円 (年額)32,400円 

川 崎 市 
横 須 賀 市 

入 学 選 考 料  
入学検定料(横須賀市) 

2,200円 950円 

入 学 料  
入学金 (横須賀市 ) 

5,650円 2,100円 

授 業 料  (年額)118,800円 (年額)32,400円 
（ここに掲載した費用の他に、教材費や修学旅行の積立金、生徒会費なども必要になります。また、経済的な理由で支払いが困難な方には入学検
定料等を減免する制度もあります。詳しくは高校の事務室にお問い合わせください。） 

奨学金制度等 
 勉強する意欲がありながら、経済的な理由で就学が困難な生徒に学資を援助する様々な奨学金制度等があります。
主なものは次のとおりです。                                       ※高校生等奨学給付金以外は返還義務があります。 

奨学金制度名・資格 月額 
（令和５年度） 問合せ先 

＜申込時期＞ 

高等学校奨学金（貸付） 
保護者の年収がおおむね９１0万円未満で、いずれかに該当する者 

①県内に在住し、県内の高等学校等に在学する生徒 
②保護者が県内に在住し、高等学校等または専修学校の高
等課程に在学する生徒 

【１学年（新入生に限る）】 
国公立1～３万円 私立1～５万円 
【２学年以上】 
国公立1～２万円 私立1～４万円 
※2学年以上で要件を満たし希望する場
合は1万円の加算制度あり。 

各高等学校等・専修学校 
または、 
県教育委員会財務課高校奨学金グループ 
〒231-85８８ 横浜市中区日本大通１ 
℡(045)210-8251 
 
※予約採用については、11月上旬に中学校を
通じてご案内します。 

 
 

＜申込時期＞定期採用４月、随時採用１月まで 

短期臨時奨学金（貸付） 
①高等学校奨学金の予約採用者（中学３年の時に申込み） 

12万円（高等学校等または専修学校入
学直前の３月末に１回、高等学校奨学金
の一部を前倒しして貸付け） ＜申込時期＞予約採用の申し込みは11月～１月中旬 

高校生等奨学給付金（返還不要） 
保護者等が県内に在住し、高校生等（就学支援金、学び直し
支援金または専攻科支援金の受給資格がある者）がいる次
のいずれかの世帯 
①生活保護（生業扶助）受給世帯 
②住民税所得割非課税世帯（家計急変により非課税相当と
なった世帯を含む） 

【年額】 
国公立 32,300円～14３,700円 
私 立 52,100円～152,000円 
※年１回の支給。 
※世帯区分・学校区分及び学校の課程に
より支給額は異なります。 

各高等学校等 
または 
【国公立高等学校等】 
県教育委員会財務課高校奨学金グループ 
 ℡（045）210-8251 
【私立高等学校等】 
県私学振興課助成グループ 
℡（045）210-3793 ＜申込時期＞７月～12月中旬 

母子父子寡婦福祉資金貸付金 
② 県内に在住 
②経済的にお困りの方 
③母子家庭・父子家庭 

１～３年 国公立原則18,000円以内   
（※27,000円以内） 
私立 原則30,000円以内 
（※45,000円以内） 
※特に認める場合に限り括弧書きの貸付
上限額まで貸付可能です。 
（他に就学支度資金もあり） 

福祉子どもみらい局子どもみらい部 
子ども家庭課 家庭福祉グループ 
〒231-8588 横浜市中区日本大通１ 
℡(045)210-1111 内線4671～4673 
※横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市にお住まいの
方は、各市の母子福祉担当課へお問い合わせくださ
い。 

＜申込時期＞随時 

生活福祉資金・教育支援資金 
（貸付制度）対象：低所得世帯等  
※高等学校奨学金が優先されます。 

１～３年 35,000円以内 
※他に就学支度費(入学時のみ)もあり。 

お住まいの市区町村社会福祉協議会へお問い
合わせください。 

＜申込時期＞随時 

交通遺児育英会奨学金 
保護者が交通事故により死亡または負傷し、重い後遺障
害のため学資の支弁が困難 

１～３年  
20,000円、30,000円、40,000円から
選択 

（公財）交通遺児育英会 奨学課 
〒102-0093 東京都千代田区平河町2-6-1 
℡(03)3556-0773フリーダイヤル
(0120)521-286 ＜申込時期＞１月末まで 


